
新しい官民連携の仕組み:

ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）

の概要とその動向

経済産業省

資料２－４



• 自治体の歳出決算額に占める固定経費の割合は非常に大きいが、 SIB導入により、貴重な政
策経費を使わずに固定経費の効率化が可能になる。

• 初期投資を民間資金で賄い、成果報酬型の事業を実施するSIBは、複数年度に渡る事業として
設計し、初期投資に大きな費用を要する予防的な事業に取り組む際に、特にその効果を期待する
ことができる。

• また、SIBの実施に際しては、行政・資金提供者・事業者の合意が取れる成果指標とその評価方
法を設定する必要があるため、結果的に、事業の成果に関して関係者（住民、議会、庁内財政
当局等）に対する説明責任を果たすことが可能となる。

自治体がSIB導入に取り組む意義
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＜A自治体の歳出決算額の内訳＞

固定経費
92.5％社会保障

費
15.0%

人件費
33.0%

公債費
18.0%

維持・

運営費
26.5%

政策経費
7.5％

実質的な投資費用

NPO委託費等

社会的便益

経費／
効果

回収

SIB事業による効果

事業開始 初年度 ２年度 ３年度 ４年度

行
政
の
実
質
的
便
益

投
資
家
リ
タ
ー
ン

＜SIB事業におけるコストと社会的便益のイメージ＞
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経済的・社会的便益が発生した場合の明確な評価指標・支払い条件を示すとともに、成果
目標未達の場合には、誰が経済的リスクを負うかということも明確にすべき。
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例：SIB運営・実施費用を30とした場合

日本版ヘルスケアSIBにおけるリスク・リターンの分配方法（一般）
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地方自治体単独実施

⇒ 民間委託：①民間事業者の方が効率的に実施可能

⇒ 成果報酬型：かつ、②革新的な取組によってコスト削減効果の変動が想定

⇒ 民間資金活用：かつ、③社会的便益に関して不確定要素が多く、自治体の既存資金では実施が困難

⇒ ソーシャルインパクトボンド：かつ、④事業者が自己資金を投入して実施することが難しい場合

SIB実現可能領域の要件と地方自治体事業との関係性

自治体が実施

委託管理型
民間事業者実施

成果報酬型

民間資金活用

地方
自治体
事業

固定報酬型

自治体予算のみ
民間事業者の方がより効率的に実施で
きる事業の場合
Ex）自治体実施だとコスト100だが、
民間事業者であればコスト80で
同様の効果が得られる事業

効率化、効果の定量化
重視・行政負担軽

Cost:100

80 80

60＋α 60＋α

50±α

ＳＩＢ

その他ＰＰＰ
手法

50±α

50±α

不特定多数の
投資家

組合方式

革新的な取組によってコスト削減効果の変動が想定さ
れる事業の場合
Ex）サービス提供方法の工夫等、事業者の努
力等によって効果の向上が見込まれる事業

社会的便益の創出効果に関して不確定要素が多く、自
治体の既存資金（税金）では実施が困難な場合
Ex）財政の硬直度が高く、政策的に執行できる予
算が乏しい

ソフト事業で社会的便益の創出効果に関して不確定要素が多いた
め、事業者が自己資金を投入して実施することが難しい場合
→投資家からの出資を募り、資金を確保
Ex）健康福祉、児童福祉、雇用支援 .etc

・特定の投資家が出資
・事業実施にあたり
一定の発言権有

・資金提供を行うのみ
・事業実施にあたり
発言権無



経済産業省におけるヘルスケア分野でのSIB導入促進に向けた取組

八王子市案件組成支援

神戸市案件組成支援

八王子市事業実施
大腸がん検診受診勧奨

神戸市事業実施
糖尿病性腎症重症化予防

案件組成支援
（県・市町村連携による
広域連携モデル）

広域モデル
事業実施

「基本的考え方」
公表

・・・経産省事業による取組（案
件組成支援）

SIB導入に向けた
課題整理等

• 日本初のSIB事業実施
• 広域連携モデル組成支援

「自治体向けノウハウ集」
作成

事業効果の定量的検証
(認知症重症化予防)

・・・事業実施
・・・事業は伴わない支援

さらなる広報、
案件の発掘

• 広域連携モデル事業実施
• 他地域への展開

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

各地域におけ
る事業実施

ヘルスケア分野での

日本初のＳＩＢ組成支援

平成２８年度平成２７年度

• 日本において本格的なSIBの導入・普及はこれから。
• 経済産業省においては、意欲ある自治体の案件組成を支援。昨年度支援した八王子・神戸の両市が

本年度SIBによる事業を実施。

・・・経産省事業による取組（基
盤整備）

凡例



兵庫県神戸市 東京都八王子市

実施期間 2017年7月～2020年3月 2017年5月～2019年8月

事業内容

食事療法等の保健指導を行い、
対象者の生活習慣の改善を通じて、
ステージの進行/人工透析への移
行を予防する。

対象者の過去の検診・検査情報と人
工知能を活用し、オーダーメイドの受診
勧奨を行い、大腸がん早期発見者数
を増やす。

サービス対象者
神戸市国保加入者のうち、
糖尿病性腎症者

八王子市国保加入者のうち、
前年度大腸がん検診未受診者

サービス提供者
保健指導事業者
（㈱DPPヘルスパートナーズ）

受診勧奨事業者
（㈱キャンサースキャン）

資金提供者
㈱三井住友銀行、(一財)社会的投
資推進財団、個人投資家

㈱デジサーチアンドアドバタイジング、
(一財)社会的投資推進財団（㈱みず
ほ銀行の資金拠出含む）

案件組成支援 公益財団法人日本財団、ケイスリー株式会社
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 平成28年度に案件形成を支援した神戸市及び八王子市等の事例を踏まえ、SIB導入のノウハウ

集を作成し、他の自治体による導入を促進する。

 事業規模の不足が課題となっていることを踏まえ、より大規模(広域)でのSIB導入モデルの案件形

成を支援する。

 これまでの検討や事例を踏まえ、資金調達に係る課題をとりまとめ、案件形成への活用を図る。

＜SIB導入ノウハウ集＞
平成29年度事業着手した2市の内容・体制

経済産業省における今年度のSIB導入に向けた主な取組



 平成28年度に案件形成を支援した神戸市及び八王子市において、今年度から糖尿病性腎症重
症化予防と大腸がん検診受診勧奨事業を実施。

 平成29年度は経済産業省において広島県での市町連携モデルの案件形成を支援し、平成30年
度の事業開始を予定。

 また、事業者・自治体主導で、県域を越えた市町連携での広域連携モデルの案件形成が進められ
ている。

ソーシャル・インパクト・ボンド(SIB)の最近の案件形成事例

広島県＋市町 兵庫県川西市・新潟県見附市・千葉県白子町

実施期間 3年間（評価期間2年含む） 5年間（評価期間2年含む）

事業内容
対象者の過去の検診・検査情報を人工知能を活用
して分析。オーダーメイドの受診勧奨を行い、大腸がん
早期発見者数の増加を図る。

健康無関心層を行動変容させるヘルスケア事業（健幸ポイ
ントプログラム、生活習慣病予防プログラム等）を行い、健康
づくりを促進する。

サービス対象者
各市町国保加入者のうち、
前年度大腸がん検診未受診者

各市町の成人（約1割の参加を目標）

サービス提供者 保健指導事業者（今後公募予定）
株式会社タニタヘルスリンク、
株式会社つくばウェルネスリサーチ

資金提供者
未定※サービス提供者確定後に決定
（機関投資家、金融機関、財団、個人投資家等）

常陽銀行、機関投資家、市民・地元企業等

案件組成支援 ケイスリー株式会社
株式会社つくばウエルネスリサーチ
筑波大学

案件形成が進められている2事例の概要
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【参考】経済産業省におけるSIB普及に向けた広報等の具体的取組

1．平成29年度
（1）スマートウェルネスコミュニティ協議会主催の勉強会での講演（平成29年4月19日、5月16日）

協議会会員の自治体、金融機関、サービス提供事業者を対象に、SIBの仕組みや経済産業省の取組について講演。

（2）スマートウェルネスシティ首長研究会での講演（平成29年5月31日）
21自治体の首長が参加のもと、SIBの仕組みや経済産業省の取組について講演。

（3）三井住友銀行主催セミナーでの講演（平成29年9月7日）
自治体、金融機関、サービス提供事業者を対象に、SIBの仕組みや経済産業省の取組について講演。

（4）当省主催のSIBセミナーの開催（平成29年2月22日）
自治体、金融機関、サービス提供事業者を対象に、関係省庁にも登壇いただき、SIBの仕組みや各府省庁の取組を情報
提供。

（5）次世代ヘルスケア産業協議会およびワーキンググループ
経済産業省のSIBに関する取組状況や方針についての紹介並びに委員からの意見聴取。

（6）自治体、金融機関、サービス提供事業者からの相談への対応（随時）

（7）官民ファンド等を通じた普及・啓蒙

（8）ヘルスケア産業関連の講演におけるSIBの宣伝（随時）

2．平成30年度以降

上記の取組に加えて、平成30年初夏に開催予定の「地域版次世代ヘルスケア産業協議会アライアンス(仮称)」での情報提供

を通じて、ヘルスケア分野におけるSIBの普及促進に向けた広報を行っていく予定。

SIBの普及に向けて、当省主催のセミナーや各団体・金融機関主催の勉強会・セミナーへの参加を
通じて、関係者への情報提供を行っている。
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今後の検討課題

１．ヘルスケア分野での今後の取組
(1) 新たなSIB案件組成の支援

 介護予防等の新たな分野
 自治体・事業者・金融機関等へのSIBの普及

(2) ヘルスケア分野における成果連動型のロジックモデルや成果指標の検討

２．分野横断的な課題
(1) 政府全体でのSIBに関する検討の司令塔機能

 有望領域の特定、分野横断的な制度課題の検討、関係者間の調整等
 英国ではSIBの司令塔を担う組織を設置

(2) 自治体のSIB活用に向けた資金負担のあり方等の環境整備
 行政効率化等を進めた自治体へのインセンティブ措置
 国・都道府県・基礎自治体の応分の負担等
 英国では休眠預金を活用した社会的投資ファンドを政府が設立

(3) SIB推進に向けた中間支援組織の強化



【参考】SIBの仕組みと海外動向



【参考】スマートウェルネスシティの加入自治体



• ＳＩＢを実施する際には、中立的に事業成果を評価する第三者評価機関や、行政・資金提供
者・サービス提供者等の調整・案件形成等を担う中間支援組織などが必要とされる。

• 現実には、評価や組成・管理にも相応のコストがかかることを踏まえ、事業の規模や性質に応じた
適切な推進体制を検討することが重要。

SIBの具体的な組成・推進体制（イメージ）

• 税収減少の中で行政
負担を削減したい

• 削減分を行政独自の
施策等の実施に充てた
い

SIB組成・契約

資金提供者中間支援組織

サービス提供者第三者評価機関

行政

サービス対象者

償還

資金提供

調達・全体管理評価報告

社会的
成果の評価

行政機関と中間支援組織が
中心となってSIBを組成

サービス提供

• 資金提供者へのリターンや行政
コスト削減の最大化と社会的
課題の解決を行いたい

• 公正な機関として、中
立性を担保した評価を
行いたい

• 革新的な社会課題解決型事業の社会実装をするため
に、複数年度にわたる規模の予算確保をしたい

• 最大限のパフォーマンスを発揮したい

• 最大限の経済的・社
会的リターンが欲しい

評価アドバイザー

進捗・
成果管理
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資金提供者

行政

サービス提供者

第三者評価機関

中間支援組織

評価アドバイザー

中央政府、都道府県、基礎自治体

財団等非営利団体、シンクタンク・コンサルティング
会社等営利団体 など

NPOなどの非営利団体、
社会的企業や一般企業などの営利団体 など

主なSIB推進体制 想定組織

個人投資家（寄付、純投資）、
法人（財団、企業CSR、金融機関）、
その他休眠預金の活用 など

シンクタンク、コンサルティング会社 など
（中間支援組織が担うことも可）

大学、評価専門組織、監査法人 など

（参考）SIB推進体制における主な想定組織
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11%

8%

34%

21%

26%

受刑者
再犯防止

教育

若者就労
支援

子ども・
家庭支援

生活困窮者支援

38件

2010 2011 2012 2013 2014

9億円 9億円

35億円

95億円

157億円

累積投資額推移実施分野

出所：Global Economy and Development at BROOKINGS（2015）「The Potential and Limitations of Impact Bonds」

3-1.3-2.世界におけるSIBの実施分野と投資額

• SIBが導入されている課題領域は、若者就労支援や生活困窮者支援など、予防的介入が効果的な
分野が多い。近年では糖尿病予防、心臓病予防等のヘルスケア領域でも組成が進みつつある。

• 累積投資額は１５０億円超。
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